
第１号様式（第６条第１項） 
 

八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金交付申請書 
 

年  月  日 
（あて先）八千代市長 
            （申請者） 

所  在  地  
ふ  り  が  な  
法  人  名 

(法人でない場合，屋号または店舗名等 ) 
 

代表者職・氏名  

担 当 者 氏 名  

電 話 番 号  

ﾒ ｰ ﾙ ｱ ﾄ ﾞ ﾚ ｽ  

 
 八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金の交付を受けたいので，八千代市 
事業用設備等脱炭素化促進事業補助金交付実施要領第６条第１項の規定により下記 
のとおり申請します。 
 

記 

国等の補助額 
(国その他の補助金を併用している場合) 

                   円 

補助対象経費 
(国その他の補助金を併用している場合は，当該補助金額を控除した額)  

                   円 

交付申請額                    円 

設備を設置する 
事業所名称及び所在地 

事業所の名称  

事業所の所在地  

事業内容  法人登録の有無 
□ 有  

□ 無 

資本金の額       円 常時雇用する従業員数    人 

確認事項 

□ 当社（私）は，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接

な関係を有する者では，ありません。 
□ 当社（私）は，宗教活動又は政治活動を主たる目的としてい

ると認められる事業を行っておりません。 
□ 当社（私）は，公の秩序若しくは善良の風俗を害する事業を

行っておりません。 
以上に該当しないことを誓約いたします。事後に上記に該当す

ることが発覚した場合には，交付を受けた補助金額を市に返納

いたします。 
署名 法人名(屋号・店舗名)                 

      代表者職・氏名             
※補助金申請の権限とこれらの同意等の権限が異なる場合は，委任状を 

提出してください。 

  



第１号様式 別紙１ 

 
補助対象設備の概要（交付申請時） 

 

１ 共通 

実施事業の種類 

□ 高効率空調設備 
□ 定置用リチウムイオン蓄電システム 
□ 電気自動車 
□ 充放電設備等 
□ ＬＥＤ照明器具 

※該当する事業の全てにチェックをしてください。 

※これより下は，該当する事業の項目のみ記入してください。 

 

 

 

２ 高効率空調設備 

種類 メーカー名 型番 

   

   

   

   

設置する事務所又は事業所の名称  

設置する事務所又は事業所の所在地  

□ 設置する高効率空調設備はグリーン購入法の適合商品である。 

□ 事務所又は事業所の建物を所有している。 

□ 事務所又は事業所の建物は第三者が所有又は共有である。（別途，同意書の添付が必要です）。 

□ 既存設備の入替えである。 

事業期間 
着手予定日 年  月  日 

完了予定日 年  月  日 

補助対象経費 

（消費税及び地方消費税・国等補助額を除く。） 
円 

国その他の団体からの補助額 円 

 ※種類には，エアコンディショナー，ガスヒートポンプ式冷暖房機，公共工事の資材における

空調用機器の別を記載してください。 

 ※導入設備が複数ある場合は，適宜，行を追加してください。 

 

 

 



３ 定置用リチウムイオン蓄電システム 

メーカー名  

SII 登録パッケージ型番  

蓄電容量(kWh)  

最大出力   .  ｋＷｈ※小数点以下第三位を四捨五入 

設置する事務所又は事業所の名称  

設置する事務所又は事業所の所在地  

□ SII により登録されている商品である。 

□ 事務所又は事業所の建物を所有している。 

□ 事務所又は事業所の建物は第三者が所有又は共有である。（別途，同意書の添付が必要です。） 

事業期間 
着手予定日 年  月  日 

完了予定日 年  月  日 

補助対象経費 

（消費税及び地方消費税・国等補助額を除く。） 
円 

国その他の団体からの補助額 円 

 

４ 電気自動車 

メーカー名・車名  

型式  

充放電設備等の有無 □ あり（ 新 設 ・ 既 設 ） 

事業期間 
着手予定日 年  月  日 

完了予定日 年  月  日 

使用予定の事務所又は事業所の名称  

使用予定の事務所又は事業所の所在地  

購入する電気自動車は，下記のいずれかを満たしている。 

□ 一般社団法人次世代自動車振興センターにより補助対象とされている電気自動車である。 

□ 一般財団法人環境優良車普及機構に登録されている商用車等である。 

□ 公益財団法人日本自動車輸送技術協会により補助対象とされている商用車等である。 

補助対象経費 

（消費税及び地方消費税・国等補助額を除く。） 
円 

国その他の団体からの補助額 円 

※車両を複数導入する場合は，表をコピーして作成してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 充放電設備等の設置 

メーカー名  

型式  

設置する事務所又は事業所の名称  

設置する事務所又は事業所の所在地  

□ 一般社団法人次世代自動車振興センターにより補助対象とされている。 

□ 事務所又は事業所の建物を所有している。 

□ 事務所又は事業所の建物は第三者が所有又は共有である。（別途，同意書の添付が必要です。） 

※該当がない充放電設備の場合は☑不要 

事業期間 
着手予定日 年  月  日 

完了予定日 年  月  日 

補助対象経費 

（消費税及び地方消費税・国等補助額を除く。） 
円 

国その他の団体からの補助額 円 

 

６ ＬＥＤ照明器具の設置 

メーカー名 機種 型番 設置予定数 

    

    

    

    

ＬＥＤ化をする事務所又は事業所の名称  

ＬＥＤ化をする事務所又は事業所の所在地  

□ グリーン購入法の適合商品である。 

□ 事務所又は事業所の建物を所有している。 

□ 事務所又は事業所の建物は第三者が所有又は共有である。（別途，同意書の添付が必要です。） 

□ 既存の照明器具からの交換である。 

□ ＬＥＤからＬＥＤへの交換ではない。 

事業期間 
着手予定日 年  月  日 

完了予定日 年  月  日 

補助対象経費 

（消費税及び地方消費税・国等補助額を除く。） 
円 

国その他の団体からの補助額 円 

 ※機種には，ベースライト型，ダウンライト型などの別を記載してください。 

 ※設置予定数には，同じ照明を設置する場合に器具数を記載してください。 

 ※導入設備が複数ある場合は，適宜，行を追加してください。 

 

 

 

 



第１号様式 別紙３ 

 

八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金に係る同意書 

 

  年  月  日 

 

（あて先）八千代市長 

 

 私は，私の所有する事務所又は事業所に，補助金申請者が八千代市事業用設備等脱炭

素化促進事業補助金の対象事業を行うことに，同意します。 

 

記 
 
 

 

 

所
有
者
又
は
第
三
者 

法人名・代表者職・氏名 
又は 個人氏名 

所在地 担当者所属・氏名・電話番号 

   

   

   

※法人の場合は事業者名及び代表者職・氏名を記載してください。個人の場合は，氏名を記載してください。 

※押印や署名は不要ですが，「担当者所属・氏名・電話番号」を必ず記載してください（代表者と担当者が同一の場合も記載が

必要です）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事務所又は事業所の所在地  

申請者の名称  



様式第１号（第６条第１項） 
 

八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金交付申請書 
 

  年  月  日 
（あて先）八千代市長 
 
          （申請者） 

リース 

事業者 

所 在 地  

法 人 名  

代表者職・氏名  

担 当 者 氏 名  

担当者電話番号  

担当者ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

リース先 

所 在 地  

法 人 名 
(法人でない場合，屋号または店舗名) 

 

代表者職・氏名  

担 当 者 氏 名  

担当者電話番号  

担当者ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

※代表者の押印は不要です。ただし，「担当者所属・氏名」及び「電話番号」を必ず記載してく

ださい（代表者と担当者が同一の場合も記載が必要です）。 

 

 八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金の交付を受けたいので，八千代市事

業用設備等脱炭素化促進事業補助金交付実施要領第６条第１項の規定により下記の

とおり申請します。 
記 

 

国等の補助額 
(国その他の補助金を併用している場合) 

                   円 

補助対象経費 
(国その他の補助金を併用している場合は，当該補助金額を控除した額) 

                   円 

交付申請額                    円 

設備を設置する 
事業所名称及び所在地 

事業所の名称  

事業所の所在地  

事業内容  法人登録の有無 □ 有  □ 無 

資本金の額       円 常時雇用する従業員数     人 

確認事項 □ 当社（私）は，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係 
を有する者では，ありません。 



□ 当社（私）は，宗教活動又は政治活動を主たる目的としていると認められる事業

を行っておりません。 
□ 当社（私）は，公の秩序若しくは善良の風俗を害する事業を行っておりません。 
以上に該当しないことを誓約いたします。事後に上記に該当することが発覚した場合

には，交付を受けた補助金額を市に返納いたします。 
 

署名 法人名(屋号・店舗名)                  
          代表者職・氏名              
※補助金申請の権限とこれらの同意等の権限が異なる場合は，委任状を 

提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式 別紙２ 

年  月  日 

 

貸与料金の算定根拠明細書 
 
（あて先）八千代市長 
 

リース 

事業者 

所 在 地  

法 人 名  

代表者職・氏名  

担 当 者 氏 名  

担当者電話番号  

リース先 

所 在 地  

法 人 名 
(法人でない場合，屋号または店舗名) 

 

代表者職・氏名  

担 当 者 氏 名  

担当者電話番号  

※担当者所属・氏名は，代表者の押印を省略する場合のみ記載が必要です。 

 
 補助事業で導入する設備については，次のとおりであることについて間違いありません。 
 また，注意事項に記載されている内容について間違いがないこと，補助金交付後も遵守するこ

とを誓約します。 
 

対象設備 
リース 

期間 

（月数） 

補助金額 リース料総額 
※前払金を含む，税抜き金額 

八千代市の

補助金 

(a) 

国の 

補助金 

(b) 

合計(c) 

((a)＋(b)) 

補助金なし

の場合(d) 

補助金あり

の場合(e) 

差額(f) 

((d)-(e)) 

        

（注意事項） 

・ 補助金ありの場合のリース料総額(e)又はこれをリース期間で除した月額リース料金が，

リース契約書で確認できること。リース契約書から，これが確認できない場合は，補助金

額をリース料金から差し引いてリース契約を再締結するか，補助金額確定後もしくは入

金後に補助金額をリース料から減額し，月々のリース料へ反映することを明記した覚書

等をリース事業者及びリース先で締結のうえ提出すること。 

・ 補助金ありの場合となしの場合のリース料総額の差額(f)が，補助金額合計(c)以上であ

ること。 

・ 八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金の金額分は，月額リース料金を減額する

形で貸与先に還元されること。リース契約とは別に貸与先に支払われる形は認められな

い。 

・ リース期間が財産処分制限期間より短い場合は，リース期間終了後にリース先が対象設

備を購入する契約となっていること。 



第２号様式（第８条） 

 
八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金交付決定（却下）通知書 

 
八千代市環指令第   号 

年  月  日 
 
        様 
 

八千代市長 
 
    年  月  日付けで申請のあった八千代市事業用設備等脱炭素化促進事

業補助金の交付について，下記のとおり決定したので通知します。 
 

記 
 
１ 補助金を交付する。 
   

交付決定額             円 
 
  （内訳） 

高効率空調設備 円 

定置用リチウムイオン蓄電システム 円 

電気自動車 円 

充放電設備等 円 

ＬＥＤ照明器具 円 

 
条件 

⑴ 補助事業に要する経費の配分の変更をする場合においては，市長の承認を受けること。 

⑵ 補助事業の内容の変更をする場合においては，市長の承認を受けること。 

⑶ 補助事業を中止し，又は廃止する場合においては，市長の承認を受けること。 

⑷ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合につ 

いては，速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

⑸ 規則第６条の規定による補助金の交付の可否の決定の通知を受けた日に係る年度の２月 

末日までに，補助事業が完了し，かつ，規則第１２条第１項に規定する補助事業等実績報告 

書を市長に提出すること。 

 
２ 申請を却下する。 
  理由 
 
 
 



第３号様式（第９条第１項） 

 

八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金事業変更（中止・廃止） 

承認申請書 

 

年  月  日 

（あて先） 八千代市長 

 
（申請者） 

所  在  地  
ふ  り  が  な  
法  人  名 

(法人でない場合，屋号または店舗名等 ) 
 

代表者職・氏名  

担 当 者 氏 名  

電 話 番 号  

ﾒ ｰ ﾙ ｱ ﾄ ﾞ ﾚ ｽ  

 

 

    年  月  日付け八千代市環指令第    号で交付決定を受けた八千

代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金について，下記のとおり事業を変更（中止・

廃止）したいので，承認を申請します。 

 

記 

 

１ 事業の変更（中止・廃止）の理由 

 

 

 

２ 変更内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第４号様式（第９条第２項） 

 

八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金 

事業変更（中止・廃止）承認（不承認）決定通知書 

 

八千代市環指令第   号 

年  月  日 

 

        様 

 

八千代市長         

 

    年  月  日付けで申請のあった八千代市事業用設備等脱炭素化促進事

業補助金の事業変更（中止・廃止）の承認（不承認）について，下記のとおり決定し

たので通知します。 

 

記 

 

１ 承認する。 

  承認内容 

 

 

 

２ 承認しない。 

  理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第５号様式（第１０条第１項） 
 

八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金実績報告書 
 

年  月  日 
 
（あて先）八千代市長 
 

（申請者） 
所  在  地  
ふ  り  が  な  
法  人  名 

(法人でない場合，屋号または店舗名) 
 

代表者職・氏名  

担 当 者 氏 名  

電 話 番 号  

ﾒ ｰ ﾙ ｱ ﾄ ﾞ ﾚ ｽ  

 
    年  月  日付け八千代市環指令第    号で交付決定のあった八千

代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金に係る事業が完了したので，八千代市事業

用設備等脱炭素化促進事業補助金交付要領第１０条第１項の規定により下記のとお

り報告します。 
 

記 

 

国等の補助額 
(国その他の補助金を併用している場合) 

                   円 

補助対象経費 
(国その他の補助金を併用している場合は，当該補助金額を控除した額) 

                   円 

交付決定額                    円 

設置した補助対象設備 

□ 高効率空調設備 
□ 定置用リチウムイオン蓄電システム 
□ 電気自動車 
□ 充放電設備等 
□ ＬＥＤ照明器具 

事業完了日 年   月   日 

設置した事務所(事業所)名称

及び所在地 

名 称： 

所在地： 



 
第５号様式 別紙１ 

 

補助対象設備の概要（実績報告時） 
 

以下、該当の設置設備に該当する項目に必要事項をご記入ください 

１ 高効率空調設備 

種類 メーカー名 型番 

   

   

   

   

事業完了日 年  月  日 

補助対象経費 

（消費税及び地方消費税・国等補助額を除く。） 
円 

国その他の団体からの補助額 円 

 ※種類には，エアコンディショナー，ガスヒートポンプ式冷暖房機，公共工事の資材における

空調用機器の別を記載してください。 

 ※導入設備が複数ある場合は，適宜，行を追加してください。 

 

２ 定置用リチウムイオン蓄電システム 

メーカー名  

SII 登録パッケージ型番  

蓄電容量(kWh)  

最大出力 
.  ｋＷｈ 

※小数点以下第三位を四捨五入 

事業完了日 年  月  日 

補助対象経費 

（消費税及び地方消費税・国等補助額を除く。） 
円 

国その他の団体からの補助額 円 

 

３ 電気自動車 

メーカー名・車名  

型式  

事業完了日 年  月  日 

補助対象経費 

（消費税及び地方消費税・国等補助額を除く。） 
円 

国その他の団体からの補助額 円 

※車両を複数導入する場合は，表をコピーして作成してください。 



 

４ 充放電設備等 

メーカー名  

型式  

事業完了日 年  月  日 

補助対象経費 

（消費税及び地方消費税・国等補助額を除く。） 
円 

国その他の団体からの補助額 円 

 

５ ＬＥＤ照明器具 

メーカー名 機種 型番 設置予定数 

    

    

    

    

事業完了日 年  月  日 

補助対象経費 

（消費税及び地方消費税・国等補助額を除く。） 
円 

国その他の団体からの補助額 円 

 ※機種には，ベースライト型，ダウンライト型などの別を記載してください。 

 ※設置予定数には，同じ照明を設置する場合に器具数を記載してください。 

 ※導入設備が複数ある場合は，適宜，行を追加してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第５号様式（第１０条第１項） 
 

八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金実績報告書 
 

年  月  日 
（あて先）八千代市長 

（申請者） 

リース 

事業者 

所 在 地  

法 人 名  

代表者職・氏名  

担 当 者 氏 名  

担当者電話番号  

担当者ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

リース先 

所 在 地  

法 人 名 
(法人でない場合，屋号または店舗名) 

 

代表者職・氏名  

担 当 者 氏 名  

担当者電話番号  

担当者ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

※代表者の押印は不要です。ただし，「担当者所属・氏名」及び「電話番号」を必ず記載してく

ださい（代表者と担当者が同一の場合も記載が必要です）。 

※氏名はフルネームで記載してください。 

 
     年  月  日付け八千代市環指令第    号で交付決定のあった八

千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金に係る事業が完了したので，八千代市事

業用設備等脱炭素化促進事業補助金交付実施要領第１０条第１項の規定により下記

のとおり報告します。 
記 

国等の補助額 
(国その他の補助金を併用している場合) 

                   円 

補助対象経費 
(国その他の補助金を併用している場合は，当該補助金額を控除した額)  

                   円 

交付決定額                    円 

設置した補助対象設備 

□ 高効率空調設備 
□ 定置用リチウムイオン蓄電システム 
□ 電気自動車 
□ 充放電設備等 
□ ＬＥＤ照明器具 

事業完了日 年   月   日 

設置した事務所(事業所)名称

及び所在地 

名 称： 

所在地： 



第６号様式（第１１条） 

 

八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金交付額確定通知書 

 

八千代市環指令第   号 

年  月  日 

 

        様 

 

八千代市長         

 

   年  月  日付けで実績報告のあった八千代市事業用設備等脱炭素化促

進事業補助金について，下記のとおり補助金の額を確定したので通知します。 

 

 

記 

 

 

 交付確定額          円 

 

（内訳） 

高効率空調設備設備 円   

定置用リチウムイオン蓄電システム 円  

電気自動車 円   

充放電設備等 円  

ＬＥＤ照明機器 円   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第７号様式（第１２条） 

 

八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金交付請求書 

 

年  月  日 

（あて先） 八千代市長 

 

所 在 地 
(法人でない場合、屋号または店舗名) 
ふ り が な 

法 人 名 
(個人事業主の場合は代表者氏名) 

代表者職・氏名 

 

 

    年  月  日付け八千代市環指令第    号で補助金の額の確定の通

知を受けた八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金の交付を下記のとおり請

求します。 

 

記 

 

 １ 交付確定額            円 

 

 ２ 交付請求額            円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

金 融 機 関 

銀行   

信用金庫 

信用組合 

農協   

本店 

支店 

支所 

口 座 種 別 普通 ・ 当座 

口 座 番 号  

フ リ ガ ナ  

口 座 名 義  

  

請求者 



第８号様式(第１３条第２項) 

 

手続代行届出書 

 

年  月  日 

（あて先） 八千代市長 

 
（申請者） 

所  在  地  

ふ  り  が  な  
法  人  名 

(法人でない場合，屋号または店舗名等 ) 
 

代表者職・氏名  

担 当 者 氏 名  

電 話 番 号  

ﾒ ｰ ﾙ ｱ ﾄ ﾞ ﾚ ｽ  

 

 

八千代市事業用設備等脱炭素化促進事業補助金の交付を受けるための手続について，下記の者

を手続代行者として届け出ます。 

なお，手続代行者が行う手続及びその結果の一切について，異議申立てを行いません。 

 

記 

 

会社の所在地  

会社名  

担当者に関する事項 

氏名  

電話番号 
（事務所又は事業所） 

（携帯等） 

メールアドレス  

営業日・時間  

 


